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１．はじめに  

 塩害によって，RC 構造物に鉄筋腐食が生じ，構造物の健全性が低下した場合は，構造諸元や設計外力等に

基づいて耐荷性能の照査が行われている．しかし，中長期の維持管理計画の立案に当たっては，詳細な耐荷性

能照査まで実施する必要はなく，相対的に劣化が進んだ構造物を抽出することが必要である． 

そこで，簡便的に構造物部材の健全性を評価する方法を提案した． 

 

２．簡便的な耐荷性能の評価法 

（１）簡便法の概要 

提案法は，塩害を対象として，構造物部材の耐荷性能に対する健全性を簡便的に評価するものである．塩害

に対する構造物の性能低下の予測方法は，拡散方程式を適用して塩化物イオンの拡散の予測 1)を行い，腐食ひ

び割れの発生時期や，腐食ひび割れ発生前後の腐食速度を考慮する 2)ことで，鉄筋腐食量の評価を行う方法を

用いている．提案法は，鉄筋腐食量をもとに，簡便的に評価した鉄筋の応力度から耐荷性能に対する健全度の

評価を行うものである． 

なお，拡散方程式で必要となる表面塩化物イオン濃度や拡散係数については，現地での測定，もしくは類似

した条件下における評価結果を適用することを考えている． 

 

（２）耐荷性能の評価方法 
鉄筋引張応力度 

 鉄筋が腐食し，主筋断面積が減少したとき

の鉄筋引張応力度の増加の概念を図-1 に示

す．設計時に鉄筋応力度がσ０で設計された

部材に鉄筋腐食が生じて，鉄筋腐食量が健全

状態の断面積に対してα％となったときの

鉄筋応力度の変化を概念的に示したもので

ある．このときの鉄筋応力度σは，(1)式で

あると仮定した． 経過年数 

限界状態σｕ 

設計応力度σ０

現時点での鉄筋応力度σ 

許容応力度σa 

σ＝σ０×（１＋α／100）・・・(1) 図－１ 鉄筋腐食による鉄筋応力度増加の概念図 

設計時には，鉄筋応力度σ０は許容応力度

σaを必ず下回るように設計されている． 

さらに，部材の断面耐力を考慮した場合の限界状態は，許容応力度に対して，最低 1割以上は高い値になっ

ているものと考えられる．そこで，本手法では，限界状態の鉄筋応力度σｕは，設計応力度に対して少なくて

も 1割以上の余裕があるものと考え，限界状態応力度σｕを(2)式で定義した． 

σｕ＝1.1×σ０・・・(2) 
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 ただし，個々の構造物の部材断面の設計応力度が得ら

れていない場合には，(1)式と(2)式の設計応力度が許容

応力度に等しいと仮定するものとした． 

提案法では，耐荷性能は，劣化していない健全状態を

１，限界状態を０とした健全度で表記するものとした．

健全度 P は，鉄筋応力度を用いて，(3)式で定式化した． 

P＝（σｕ－σ）／（σｕ－σ０）・・・(3) 

 
３．提案法の計算例 

 鉄筋腐食量が図-2に示すように経年的に増加したとき

の鉄筋応力度の変化を図-3 に示す．図-3 では，鉄筋腐食

の影響を鉄筋断面積の減少で評価して求めた応力度計

算結果と，(1)式による簡便的な方法を比較している．

両者は，良い整合を示しており，(1)式での評価が十分

であることがわかる． 

図－２ 鉄筋腐食量の経年変化の例 
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この(1)式による応力度を用いて構造物の部材断面の

健全度曲線を算出した事例を図-4 に示す．例えば，中

長期計画立案時の対象構造物の経過年数を 25 年とした

場合，鉄筋腐食量は 2.65％，鉄筋応力度は 178 N/mm２

となり，このときの簡便的な方法による健全度は 0.75

となる．このように，部材断面の健全度に着目して，相

対的に劣化が進んでいる部材断面の抽出も可能となり，

補修の優先度を考える一つの指標になるものと考えて

いる．また，安全率を考慮した健全度の性能管理レベル

を設定し，性能管理レベルに近い構造物を抽出するこ

とも可能となる． 

178 N/mm2 

図－３ 鉄筋引張応力度の経年変化の例 
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４．おわりに  

 塩害劣化環境下における RC 構造物の簡便的な耐荷

性能の評価法を提案した．本提案法を用いることで，

相対的に劣化が進行した部材断面を容易に抽出するこ

とが可能となり，補修優先箇所を定量的に示すことが

できるようになるものと考える． 

0.75 

本提案法は，曲げ破壊を前提とした耐荷性能の簡便

的な照査方法であり，今後は，せん断破壊についても

考慮できる簡便的な評価法を提案していきたいと考え

ている． 

図－４ 提案法による健全度曲線算出例 
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